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1 はじめに 

高等教育機関への進学について、ジェンダー差は縮小されつつあるが、大学の専攻分野に

ついては、文系分野は女性が多く、理系分野は男性が多いという傾向、いわゆる性別専攻分

離が続いている。令和元年度学校基本調査によると、大学（学部）の理工系の学生に占める

女性の割合は、理学部で 27.9％、工学部で 15.4％となっており（文部科学省 2019）、これ

らの学部は依然として女性が少ない。 

この性別専攻分離はいくつかの点において社会的課題が指摘されている。例えば、上位の

ステイタスには男性が就きやすく、下位のステイタスには女性が就きやすいという傾向、す

なわち性別職域分離が性別専攻分離により生じ、女性が安定した雇用や収入、昇進の機会に

アクセスし難い状況にあることが課題として指摘されている（高松 2008）。さらに、我が国

における科学・技術の発展ということを考えた場合、「多様な人々が参加すること自体が科

学・技術の研究を豊かなものにし、それまでにない新しい発見に繋がる」という指摘（隠岐 

2018）や、「多様な視点や発想を取り入れていくために、女性研究者・技術者がその能力を

最大限に発揮できるような環境が必要である」という第 5次男女共同参画基本計画（内閣府 

2020）の記述を踏まえるならば、性別専攻分離が続く現状は、多様性の実現が阻まれている

という点で問題であると言える。したがって、性別専攻分離が生じるメカニズムの把握や改

善は政策的にも重要な課題である。 

性別専攻分離に関する研究は、規定要因として社会経済的階層（Werfhorst 2017; Ran Liu 

2019; 山本 2019）や男女の理系科目の能力差（森永 2017; 古田 2016; 伊佐•知念 2014; 

Justman & Mendez 2018）、さらに社会心理的要因（白川 2020）を扱ってきた。しかし、こ

れらの研究結果を踏まえても、性別専攻分離のメカニズムはいまだ不明な点が多い。原因と

して、同じ要因を用いて分析しても、それぞれの国の文化的・経済的背景の違いなどによっ

て分析結果が異なり、統一した知見を得ることができないことが考えられる。 

社会心理的要因については、これまで、価値志向のなかでも特に高校生の職業志向が扱わ

れてきた。これらの先行研究はイングルハートの理論的考察を背景としている。ただし、イ

ングルハートは、近代化が物質主義から脱物質主義へという価値観の転換を伴って進んだ

結果、その影響は、職業のみならず家族、宗教、政治にも影響を与えると指摘していた点に

注意する必要がある（Inglehart 1990=1993, 2018=2019）。従って、高校生の職業志向のみ

に着目して、性別専攻分離に対する社会心理的要因の影響を捉えるのは不十分であり、他に

要因として重要な価値志向がないか検討する必要がある。そして、先行研究により、現代の

若者が持つ家族観に多様性が見受けられることが明らかとなっているため、新たに追加す

べき価値志向として家族に対する価値観、つまり家族志向を、性別専攻分離の要因として扱

うことを検討する。 

以上の議論をふまえたうえで、本稿では、社会心理的要因として、特に職業志向と家族志

向に着目し、大学の専攻選択行動との関連を明らかにする。まず、社会心理的要因となりう

る職業志向および家族志向を現代の高校生が持つのかどうか探索的に分析する。続いて職
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業志向と家族志向が、性別専攻分離にどのように影響しているのかを明らかにする。その際、

全体データの分析と併せて、男女別の分析も行い、男女で価値志向の影響が異なるのかどう

かを比較検討していく。 

 

2 関連研究 

2.1 先行研究の紹介 

 性別専攻分離の規定要因について、これまでの研究は大きく分けて、社会経済的階層、理

系科目の能力差、社会心理的要因に着目して分析が行われてきた。まず、社会的経済的階層

に焦点を当てた研究では、親の社会経済的地位（SES）、つまり親の学歴や職業、文化的・経

済的資本が性別専攻分離にどのような影響を与えるのかが分析されてきた。Werfhorst

（2017）によれば、オランダでは、出身階層の SES が専攻選択に影響し、SES が高い家庭出

身の女性はジェンダー平等の意識を持つがゆえに STEM 系に進学する者も多いが、一方で、

家庭の文化資本を活かすべく人文・社会科学を選択するとも指摘している。また、中国でも、

SES が専攻選択に影響することは確認されており、オランダの事例と同じく、SESが高い層

は数学に対するジェンダーステレオタイプが薄れるため、女性が STEM 系を志望する率が高

いとされる（Ran Liu 2019）。日本の性別専攻分離における階層の影響については、山本（2019）

が分析しており、女性で父親の職業がブルーカラーである者は、人文系よりも教育・理工・

医学を選択する傾向があることがわかっている。このように、性別専攻分離に対する階層の

影響は、各国が持つ社会的文脈によって異なることが示唆され、メカニズムを理解するには

教育システムや経済状況、地域格差など、種々の要因を考慮する必要があるといえよう。 

 次に理系科目の能力差を扱った研究も蓄積されている。森永（2017）は STEM 分野にたず

さわる女性が少ない理由について、国内外の先行研究での知見をまとめ、理系科目の能力差

は生得的・生物的な要因にもよるだろうが、社会的な要因も十分に影響していることを指摘

している。また、日本での理系科目における男女の成績差について、国際学力調査における

男女の得点差は統計的に有意な差ではないことからもわかるように、成績差は比較的小さ

く、成績差よりも学業的自己概念の影響や、業績主義的価値体系への適応度といったノン・

メリトクラティックな影響を考慮すべきとする分析結果も存在する（古田 2016; 伊佐・知

念 2014）。オーストラリアでも、数学的能力の男女差のみが、STEM 分野を選択する理由と

はならないことが指摘されている（Justman & Mendez 2018）。 

 このように社会経済的階層やメリトクラティックな要因を規定要因として扱った研究成

果が蓄積される中、社会心理的要因に着目した性別専攻分離に関する研究も存在する。社会

心理的要因とは、行為者が属する社会構造や社会的規範に制約を受けつつ形成された選好

など、行為者の主観的な意識を指す。社会心理的要因を教育達成モデルに組み込んだシーウ

ェルらは、「階層と個人の行動結果の間に、社会心理的な要因を媒介変数として組み込むこ

とで、個人の行動に関してより理解可能な因果関係を把握することができる。」と述べ、社

会心理的要因を考慮することのメリットを指摘している（Sewell et al. 1969)。 
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かつては垂直分離と言われる教育達成の階層差における研究において、社会心理的要因

が教育アスピレーション（教育達成への熱意）に影響を与えているのかどうかが検討されて

きた。それらの分析では、社会心理的要因として、職業志向（職業や職業生活において何を

重視するか）や、性別役割分業意識（男性は外で働き、女性は家庭を守るべきという意識）

などが扱われており、職業志向は教育アスピレーションに有意な影響を与えている（荒牧 

2016）が、性別役割分業意識は教育アスピレーションに有意な影響を与えない（神林 2000）

という分析結果が得られている。 

水平分離である性別専攻分離については、白川（2020）が、要因として職業志向を扱い分

析している。白川は、高校生の職業志向として、有名な会社に就職することや給料が良いと

いった外的報酬を重視する「外的価値重視志向」と才能を活かすことや社会の役に立つこと

などを重視する「内的価値重視志向」が存在するとし、さらに「性別役割分業意識」も職業

志向として扱った。白川は、これらの職業志向が性別専攻分離に影響を与えるという分析結

果を得ているが、男女別の分析は実施されておらず、男女間で価値志向が与える影響を比較

することが困難となっている。さらに近代家族規範 1）のうちの一つである性別役割分業意

識を女子のみに影響する職業志向として扱い、男女問わず、近代家族規範が性別専攻分離に

どのように影響するかといった、より広い視点からの分析がなされていない。 

 

2.2 先行研究の批判的検討 

前節で挙げた白川の研究には、主に 2つの課題が指摘できる。まず第 1の課題は、扱って

いる社会心理的要因が職業志向に限定されている点である。そして第 2の課題は、白川が職

業志向として扱っていた「性別役割分業」と本来の抱合関係にある家族志向を、新たな社会

心理的要因として導入することである。 

第 1 の課題について検討する。社会心理的要因を含めたモデルにより、性別専攻分離を分

析した白川や、教育達成を分析した荒牧(2016)、片瀬（2005）などは、影響を与える社会心

理的要因は職業志向のみであるとしている。荒牧や片瀬は、白川のいう、「外的価値重視志

向」を「地位達成志向」、「内的価値重視志向」を「自己実現志向」と定義し、荒牧は「地位

達成志向」が教育アスピレーションに関連するとした。一方、片瀬は「自己実現志向」が専

門職アスピレーションと関連し、それらは教育アスピレーションにも関連するとした。 

 しかし、これらの分析の前提となっているイングルハートの理論においては、物質主義か

ら脱物質主義に人々の価値観が変容していく際、職業のみならず、家族・宗教・政治にも影

響が及ぶとしている（Inglehart 1990=1993, 2018 =2019）。ここでの物質主義とは、経済的

安定と身体的安全を重視する価値観であり、脱物質主義とは、自己表現と自由選択を重視す

る価値観である。イングルハートは、第二次世界大戦後の数十年の間に、高度工業社会は空

前の経済発展を成し遂げ、その結果、職業・家族・宗教・政治などについての基本的価値観

の変化が徐々にもたらされたとしている。 

 以上の議論をふまえると、性別専攻分離を捉える社会心理的要因として、職業志向のみを
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用いるのは不十分であるといえる。従って、他の社会心理的要因と性別専攻分離との関連を

分析していく必要があるだろう。 

こういった状況を乗り越えるべく、第 2の課題について検討する。本稿では新たに追加す

べき社会心理的要因として、家族に対する価値志向を挙げる。家族に着目した理由は、イン

グルハートの指摘どおり、高度工業社会において、生殖・繁殖規範を支えてきたジェンダー

間に関する独特の規範群は変化していき、現代の家族形態は多様であるためである。たとえ

ば、2015 年出生動向基本調査を確認すると、「一生結婚する気はない」若者が徐々にではあ

るが増えている（国立社会保障・人口問題研究所 2015）。また、1990 年代から離婚率は急

上昇し（岩間•大和•田間 2015）、シングルペアレントも増加している（筒井 2016）。 

一方で、1980 年代後半まで維持され、近代の生殖・繁殖規範の代表であった近代家族規

範が完全に消えてしまったわけではなく、例えば、2000 年代に入ってからも、専業主婦志

向が若年女性において再び高まっているという調査結果もある（山田 2009）。また、家族の

在り方が多様化したとはいえ、いまだ日本の多くの家族生活の中身は、高度経済成長期の家

族からそれほど変化していない（山田 2014）。ゆえに、近代家族の在り方を当然としている

高校生も多い(森 2015)。 

つまり、家族形態が多様化する中で、あえて近代家族の在り方に魅力を感じる高校生もい

れば、新しい家族の在り方に魅力を感じる高校生もいると考えられる。近代家族の在り方に

魅力を感じる者は、性別役割分業や夫婦及び親子間での情緒的絆を重視するといった近代

家族規範を内面化するため、男子は主に、労働市場での見返りを求めて高等教育機関へと進

学し、女子は労働市場のみならず、より多元的な見返りを求めて高等教育機関に進学する

(山本 2019）。逆に、近代家族規範にとらわれない者は、将来的に未婚のままであることや、

離婚の可能性なども想定するため、女子は特に経済的自立を目指して高等教育に投資する

であろうし、男子は、近代家族規範を好む者と比較して、生計維持者としての役割をそれほ

ど意識せずに進学するであろう。 

このように、高校生が持つ家族に対する価値志向は多様であり、それ故に高等教育への進

学理由も多様である。高校生の価値志向として、家族に対する価値志向を要因として追加し、

さらに男女別に分析して結果を比較すれば、先行研究において捉えきれなかった性別専攻

分離の男女差を明らかにできる。 

 以上の議論を踏まえ、本稿においては、現代の高校生は、どのような職業志向および家族

志向を持つのか探索的に分析したうえで、それら価値志向の関連を確認し（分析課題①）、

それぞれがどのように性別専攻分離へ影響を与えているのかを明らかにする（分析課題②）。 

分析課題②については、職業志向と家族志向の特徴を再考し、仮説を立てる。白川（2020）

によると、社会学や心理学の先行研究に基づき、女子は内的価値を重視する志向を獲得しや

すく、男子は外的価値を重視する志向を獲得しやすいとする。理由として、女性は社会性と

利他性重視、男性は生計維持者としての報酬重視というジェンダーステレオタイプが内面

化されていることを挙げている。しかし、他の職業志向を扱った先行研究では、白川と異な
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る視点で分析結果を得ている。例えば、荒牧(2016)、片瀬（2005）、多田隈（2015）、多喜(2015)

による高校生の価値志向に関する研究においては、「自己実現志向」は専門・技術職へのア

スピレーションと関連が深いこと、「地位達成志向」は事務・販売職といった第３次産業へ

のアスピレーションと関連が深いことが述べられている。地位達成志向のような、報酬アッ

プや出世を重視する志向性は、長期雇用、定期昇給、企業内昇格などを特徴とする日本的雇

用慣行（本田 2009）を持つ会社員的職種と親和性が高いこと、また、自己実現志向のよう

な、自身の特技・才能を活かして人の役に立ちたいという志向性は、専門性を活かす仕事と

親和性が高いことが理由に挙げられている。 

さらに、脱物資主義的価値観から生み出される自己実現志向は、自由選択・自己表現を重

視するため、内面化したジェンダー本質主義的な信念をもとに、よりステレオタイピングな

選択をすることも先行研究により明らかになっている（Charles and Bradley 2009; 

Ochsenfeld 2016; 打越・麦山・小松 2020）。つまり、自発的に、自己実現志向の強い男性

は、現実的で分析スキルなどが求められる男性的な専攻を選択し、自己実現志向の強い女子

は、社交性スキルが活かせるケアワークや芸術的な仕事に繋がる女性的な専攻を選択する

ことが考えられる。なお、教育達成における教育アスピレーションが大学教育を前提とした

職業へのアスピレーションと関連を持つことは、苅谷（1986）により指摘されており、本稿

においても、性別専攻分離の要因となる教育アスピレーションが同じく職業アスピレーシ

ョンと関連を持つものとみなす。 

以上の議論を踏まえたうえで、高校生は職業志向として地位達成志向、自己実現志向を持

つと仮定し、以下のとおり仮説を立てる。 

 

仮説１：地位達成志向が強ければ、文系専攻を選択する。 

仮説２：男子で自己実現志向が強ければ、理系専攻を選択する。 

仮説３：女子で自己実現志向が強ければ、医療・福祉系専攻を選択する。 

 

さらに、新たに追加した家族志向について検討する。近代家族規範に捉われない者ほど、

女子は経済的自立を目指し、男子は生計維持者としての役割を意識しないであろうことは、

先ほど述べたとおりである。ただし、男子は近代家族規範を好む、好まないにかかわらず、

経済的自立を当然として進学するだろうが、女子はその差により、生計を自身で維持するか

どうかの意識が異なり、影響が大きい。つまり、近代家族規範を意識しない、家族志向が弱

い女性は、そうでない女性と比較して、とりわけ経済的自立を目指して進学するであろう。 

ここで、2005 年 SSM 調査データの分析によると、男女ともに、医学・保健系学部の出身

者は、他の学部出身者と比較して年収が高いことが明らかになっている（山本•安井•織田 

2015）。さらに、医療・福祉系専攻以外の専攻が経済的自立に有利かどうかについて、先行

研究を確認する。山本・安井(2016)によると、理工系出身の女性は、人的資本にマッチした

専門職につきにくく、またその人的資本が雇用者にとって特殊的とみなされやすいために、
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非専門職において、文系出身の女性より不利な立場に立たされ、結果として収入が文系専攻

出身の女子と比較して劣るとしている。また、豊永（2018）は、大学の各専攻の出身者の初

職について分析し、理工系専攻および人文系専攻出身者の初職について、女子は男子と比較

して有意に専門職につきづらいが、医療系専攻出身者については男女差が見られないとい

う結果を示している。つまり、文系専攻も理系専攻も、生計を維持したい女性からすると不

利である一方、医療・福祉系専攻はそのような傾向が見られないことを、高校生たちも認識

していると考えられる。 

従って、家族志向については以下のとおり仮説をたてる。 

 

仮説４：女子で家族志向が弱ければ、医療・福祉系の専攻を選択する。 

仮説５：男子は、家族志向が専攻選択に関連しない。 

 

3 分析するデータと変数 

3.1 分析するデータ 

ベネッセ教育総合研究所の「子どもの生活と学びに関する親子調査」（以下、本調査とす

る。）にある 2017 年度高 3生調査および 2018 年度高 3生調査のデータを合併して分析を行

う。調査時点は各年度の 3月であり、四年制大学進学者は進学先が決定している。したがっ

て、四年制大学進学者であり、かつ進学先の専攻が判明している高校生のデータを抽出し分

析する。次節で述べる変数に欠損があったサンプルを除外した結果、分析①については 1170、

分析②については 952 のサンプルを得た。 

 

3.2 使用する変数 

分析課題①では、高校生の潜在的な二種類の価値志向について確認するため、自身の将来

についての、以下の質問項目の回答を使用し、探索的にカテゴリカル因子分析を実行する。

それぞれ、「とてもあてはまる」、「まあまああてはまる」、「あまりあてはまらない」、「まっ

たくあてはまらない」の 4件法で設計されており、この質問項目は 2017 年度調査、2018 年

度調査で同一のものが用いられている。 

１．自分の家族の幸せを大切に暮らしたい 

２．自分の趣味を楽しんで暮らしたい 

３．地元で仕事や生活をしたい 

４．社会のために貢献したい 

５．世界で活躍したい 

６．暮らしは人並みでも安定した仕事をしたい 

７．資格を活かした仕事をしたい 

８．リスクがあっても高い目標にチャレンジする仕事をしたい 

９．出世して高い地位につきたい 
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１０．お金持ちになりたい 

１１．親から経済的に自立したい 

１２．将来就きたい職業がはっきりしている 

１３．就職できるか不安だ 

分析課題②では、選択した専攻分野を従属変数とする多項ロジスティック回帰分析を行

う。専攻は調査票の分類どおり、「文系の分野」、「理系の分野」、「医療・福祉系の分野」、「芸

術・デザイン系とその他の分野」の 4 カテゴリ 2）に分類する。参照カテゴリは、女性が最

も進学する「文系の分野」とする。 

独立変数については、まず分析課題①で得られた価値志向それぞれの因子得点を用いる。

他に統制変数として、性別（女子=1、男子=0）、高校の学科（普通科=1、普通科以外：専門

学科と総合学科=0）、全国模試の成績の自己評価（4 点尺度：数値が高いほど成績が良い）、

主観的な家庭の経済状況（4点尺度：数値が低いほど、経済的に進学が難しいと感じた）を

用いる。これらは先行研究において、性別専攻分離との関連があると指摘されてきた変数で

ある。ただし、主観的な家庭の経済状況に関しては、出身階層の指標として世帯年収を用い

る代わりに使用している。世帯年収を用いることができなかったのは、本調査において世帯

年収を確認している保護者データのパネル脱落が多かったためである。また、居住地の市区

町村規模（23 区および政令指定都市=1、それ以外=0）は、近年、教育達成（垂直分離）の地

域格差が再び拡大していることが指摘されており（平松 2018）、居住地域の影響は垂直分離

のみならず水平分離、つまり性別専攻分離にも影響している可能性も考慮して、統制変数と

して追加する。なお、分析課題②については、男女で価値志向が性別専攻分離に与える影響

が異なることが予想されるため、全体データで要因を探った後、男女別にも分析を行い、要

因の比較を行う。 

 

4 分析結果 

4.1 分析課題①の結果 

カテゴリカル因子分析を実行する前に、家族志向の扱いについて補足する。今回扱う調査

では、高校生自身の将来についての質問項目の中に、家族に関するものは「１．自分の家族

の幸せを大切に暮らしたい」の１項目しか存在しない。これは今回の調査より以前に実施さ

れた東大社研・高卒パネル調査（JLPS-H）において、結婚することと子供を持つことを強く

結びつけている日本の高校生の傾向（相関係数 0.649）が判明した（深堀 2017）ため、あ

えて「子供をもつこと」などに関して尋ねる必要はないとの判断があったと考えられる。こ

のことは、やはり現代の高校生も、家族形成といえば、近代家族を思い描く傾向にあること

を示している。というのは、近代家族規範が弱まっている一部の欧米社会では、結婚しない

まま子供を作り、そのまま育てているカップルが数多く存在するからである（筒井 2016）。

深堀（2017）も、米国では結婚することと子供を持つことの相関係数が 0.470 であることを

指摘しており、日本の高校生の近代家族規範の強さがうかがえる。そこで、「自分の家族の



8 

 

幸せを大切に暮らしたい」の１項目については、回答データをそのまま家族形成志向として

扱い、家族形成志向の強さは、近代家族規範に結びつくものとして扱う。従って、カテゴリ

カル因子分析を実行する際は、家族に関する質問項目を除外し、価値観に関する 12項目の

回答データを用いて実行する。 

因子数については、ガットマン基準、スクリーテスト、平行分析の結果から 4因子解が妥

当と考えられた。探索的因子分析の実行結果を確認し、共通性の低い質問項目である「２．

自分の趣味を楽しんで暮らしたい」と「１３．就職できるか不安だ」の回答は削除した。 

最終的に、10項目の質問についてカテゴリカル因子分析を実行した。10項目の場合、ガ

ットマン基準、スクリーテスト、平行分析の結果により 3因子解が妥当と考えられた。その

後、R によるカテゴリカル因子分析では個々の因子得点が得られないため、Mplus により

ESEM3）を実行した。因子負荷の推定には重みつき最小二乗法を用い、回転は GEOMIN 回転を

選択した。ESEM の結果、３つの因子の因子負荷量は、表 1のとおりであった。 

 

表 1 因子負荷量 

 

因子負荷量を確認し、第 1因子を「安定的自己実現志向」、第 2因子を「地位達成志向」、

第 3 因子を「チャレンジ志向」と命名した。第 1 因子を先行研究にならって「自己実現志

向」とせず、「安定的自己実現志向」としたのは、「３．地元で仕事や生活をしたい」や「６．

暮らしは人並みでも安定した仕事をしたい」といった、先行研究には含まれていなかった質

問項目の因子負荷量が高かったためである。ただし、「４．社会のために貢献したい」、「７．

資格を活かした仕事をしたい」といった、これまで自己実現志向に含まれるとされてきた質

問項目の因子負荷量が高く、また、地位達成に関する質問項目の因子負荷量は低いため、「自

己実現志向」の一部には違いないとみなし、「安定的自己実現志向」とした。第 2因子の「地

位達成志向」については、先行研究の知見とほぼ等しい。第 3因子については、「８．リス

クがあっても高い目標にチャレンジする仕事をしたい」と「５．世界で活躍したい」の因子

負荷量が高く、「１０．お金持ちになりたい」や「６．暮らしは人並みでも安定した仕事を

資格を生かした仕事をしたい 0.725 -0.053 0.01

暮らしは人並みでも安定した仕事をしたい 0.661 0.018 -0.281

地元で仕事や生活をしたい 0.534 -0.18 -0.124

社会のために貢献したい 0.522 0.008 0.388

将来就きたい職業がはっきりしている 0.442 -0.089 0.132

お金持ちになりたい 0.002 0.957 -0.432

出世して高い地位につきたい -0.025 0.815 -0.006

親から経済的に自立したい 0.241 0.397 0.038

リスクがあっても高い目標にチャレンジする仕事をしたい 0.057 0.315 0.584

世界で活躍したい -0.022 0.308 0.584

質問項目
第１因子
(安定的

自己実現志向)

第２因子
（地位達成

志向）

第３因子
（チャレンジ

志向）
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したい」の因子負荷量が低かったため、「チャレンジ志向」と名付けた。 

抽出された因子の因子得点を利用して、全体および男女別に相関分析を行った（表 2、表

3、表 4）。 

 

表 2 価値志向の相関関係（全体データ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3 価値志向の相関関係（男子データ） 

 

 

表 4 価値志向の相関関係（女子データ） 

 

 

 家族形成志向は、職業志向のうち、安定的自己実現志向と最も強い正の関連を持つことが

わかった。この傾向は、男女別に分析しても変化しない。家族形成志向と地位達成志向につ

安定的
自己実現志向

地位達成志向
チャレンジ

志向

安定的自己実現志向

地位達成志向 0.32
***

チャレンジ志向 0.32
***

0.43
***

家族形成志向 0.41
***

0.25
***

0.19
***

Note. ***p < .001   N = 548

安定的
自己実現志向

地位達成志向
チャレンジ

志向

安定的自己実現志向

地位達成志向 0.32
***

チャレンジ志向 0.20
***

0.40
***

家族形成志向 0.41
***

0.16
***

0.19
***

Note. ***p < .001   N = 620

安定的
自己実現志向

地位達成志向
チャレンジ

志向

安定的自己実現志向

地位達成志向 0.31
***

チャレンジ志向 0.26
***

0.41
***

家族形成志向 0.43
***

0.20
***

0.19
***

Note. ***p < .001   N = 1,170
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いては、女子と比較して男子の方が若干強い正の関連を持つが、大きな相違はない。 

 全体的に、価値志向同士の関連は、男子と女子で比較してそれほど相違がみられない。ま

た、多田隈（2015）が指摘するとおり、物質主義的な地位達成志向と、脱物質主義的な自己

実現志向は、トレード・オフの関係ではなく、高校生はそれら両方を重視する傾向があるこ

とも読み取れる。 

 以上のとおり、現代の高校生にも、職業志向において、地位達成志向および自己実現志向

に近い安定的自己実現志向を持つことが確認された。またチャレンジ志向という新しい職

業志向が存在することも明らかになった。さらに、家族形成志向については、特に安定的自

己実現志向と正の関連を持つことがわかった。これら価値志向同士の相関関係は、男女別に

分析しても、それほど変化がないという結果も確認された。 

 

4.2 分析課題②の結果 

専攻分野のカテゴリを従属変数として、多項ロジスティック回帰分析を行う。用いる変数

は 3.2 のとおりであるが、家族形成志向については質問項目「１．自分の家族の幸せを大切

に暮らしたい」の回答を標準化したものを用いる。まず、変数の記述統計量は表 5のとおり

である。 
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表 5 変数の記述統計量 

 

 

 独立変数に価値志向に関する変数を加えた場合、それら変数に説明力があるかどうかを

尤度比検定により確認する。表 6は全体データ、表 7は男子データ、表 8は女子データの尤

度比検定の結果である。 

 

 

 

 

 

 

 

変数 Mean（％） SD Mean（％） SD Mean（％） SD

従属変数

　専攻（％）

　　文系の分野 47.6 42.9 51.8

　　理系の分野 31.2 43.1 20.6

　　医療・福祉系の分野 13.6 6.7 19.6

　　芸術・デザイン系と
    その他

7.7 7.4 7.9

独立変数

　安定的自己実現志向 0.00 0.84 -0.16 0.84 0.15 0.82

　地位達成志向 -0.01 0.86 0.01 0.87 -0.03 0.84

　チャレンジ志向 0.03 0.79 -0.01 0.78 0.06 0.80

　家族形成志向 0.00 0.99 -0.19 1.01 0.16 0.95

統制変数

　性別（％）

　　男 47.1

　　女 52.9

　学科（％）

　　普通科 92.5 92.4 92.7

　　普通科以外 7.5 7.6 7.3

　全国模試の成績 3.21 1.12 3.20 1.20 3.21 1.05

　主観的な経済状況 3.13 0.83 3.10 0.82 3.15 0.84

　市区町村の規模（％）

　　23区および政令指定都市 32.46 30.36 34.33

　　それ以外 67.54 69.64 65.67

全体 (n=957) 男性 (n=448) 女性 (n=504）
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表 6 尤度比検定の結果（全体データ） 

 

 

表 7 尤度比検定の結果（男子データ） 

 

 

表 8 尤度比検定の結果（女子データ） 

 

 

 どのデータにおいても、価値志向に関する変数は説明力を持つことがわかる。従って、本

稿の仮説どおり、価値志向は性別専攻分離に影響を与えているという考えのもと、分析を続

ける。 

 全体データに対する、多項ロジスティック回帰分析の結果は、表 9のとおりである。 

 

 

 

 

 

独立変数
P値

性別、学科、模試での成績、経済状況、
市区町村規模

2145.85 2838

性別、学科、模試での成績、経済状況、
市区町村規模、安定的自己実現志向、
地位達成志向、チャレンジ志向、
家族形成志向

2090.65 55.19 2826 12 0.00

∆Gଶ尤度比𝜒ଶ値
（Gଶ）

d. f. ∆d. f.

独立変数
P値

性別、学科、模試での成績、経済状況、
市区町村規模

961.37 1329

学科、模試での成績、経済状況、
市区町村規模、安定的自己実現志向、
地位達成志向、チャレンジ志向、
家族形成志向

930.09 31.28 1317 12 0.00

∆Gଶ d. f. ∆d. f.
尤度比𝜒ଶ値
（Gଶ）

独立変数
P値

性別、学科、模試での成績、経済状況、
市区町村規模

1167.55 1497

学科、模試での成績、経済状況、
市区町村規模、安定的自己実現志向、
地位達成志向、チャレンジ志向、
家族形成志向

1133.56 33.99 1485 12 0.00

∆Gଶ
d. f. ∆d. f.

尤度比𝜒ଶ値
（Gଶ）
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表 9 多項ロジスティック回帰分析の結果（全体データ） 

 

 

 

まず価値志向の効果を確認すると、安定的自己実現志向が医療・福祉系専攻と正に有意な

関連を持ち、地位達成志向が理系および医療・福祉系専攻と負に有意な関連を持っているこ

とがわかる。これは安定的自己実現志向が強いと、文系専攻よりも医療・福祉系専攻を選択

する傾向があること、地位達成志向が弱いと、文系専攻よりも理系専攻もしくは医療・福祉

系専攻を選択することを示している。また、家族形成志向は医療・福祉系専攻と負の関連を

持っていることがわかる。これは、家族形成志向が弱いと、文系専攻よりも医療・福祉系専

攻を選択することを示している。さらに、統制変数として投入した学科、模試での成績、市

区町村規模が理系専攻と有意な関連を持っていることが分かった。 

 表 10、表 11 は男女別データに対する、多項ロジスティック回帰分析の結果である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準：文系

B S.E. B S.E. B S.E.

　切片 -0.960 * -1.053 + -0.322

　安定的自己実現志向 0.155 0.111 0.983 0.162 *** 0.319 0.188 +

　地位達成志向 -0.322 0.103 ** -0.467 0.138 *** -0.151 0.171

　チャレンジ志向 0.181 0.114 0.150 0.149 0.104 0.183

　家族形成志向 -0.131 0.088 -0.330 0.126 ** -0.210 0.145

　性別 -0.989 0.161 *** 0.747 0.239 ** -0.112 0.263

　学科 0.595 0.336 + -0.067 0.393 -0.748 0.376 *

　模試での成績 0.170 0.072 * -0.052 0.099 -0.162 0.119

　主観的な経済状況 -0.077 0.097 -0.200 0.123 -0.100 0.154

  市区町村規模 0.366 0.164 * -0.185 0.233 0.108 0.272

n 952

Cox and Snell R2 0.175

Nagalkerke R2 0.159

Residual deviance 2090.7 自由度 2826

Note. +p< .10 *p < .05 **p < .01 ***p < .001

医療・福祉 芸術・その他理系
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表 10 多項ロジスティック回帰分析の結果（男子データ） 

 

 

表 11 多項ロジスティック回帰分析の結果（女子データ） 

 

 

 男子データの場合、全体データと同じく安定的自己実現志向が医療・福祉系専攻と正に有

意な関連を持ち、地位達成志向が理系および医療・福祉系専攻と負に有意な関連を持ってい

ることがわかる。ただし、全体データと異なり、家族形成志向は医療・福祉系専攻と有意な

関連を持たなかった。 

 次に女子データの結果を確認すると、全体データと同じく安定的自己実現志向が医療・福

祉系専攻と正に有意な関連を持っていたが、地位達成志向は全体データと異なり、理系およ

び医療・福祉系専攻と有意な関連を持たなかった。また、家族形成志向は、全体データと同

じく医療・福祉系専攻と有意な関連を持つことがわかった。 

基準：文系

B S.E. B S.E. B S.E.

　切片 -0.783 -3.389 -0.515

　安定的自己実現志向 0.122 0.151 0.874 0.305 ** 0.351 0.281

　地位達成志向 -0.512 0.143 *** -0.969 0.262 *** -0.172 0.263

　チャレンジ志向 0.225 0.161 0.343 0.316 -0.219 0.284

　家族形成志向 -0.060 0.117 -0.263 0.232 -0.272 0.208

　学科 0.521 0.419 1.106 1.081 -0.866 0.539

　模試での成績 0.278 0.094 * 0.316 0.182 + 0.015 0.171

　主観的な経済状況 -0.216 0.133 -0.194 0.250 -0.235 0.230

  市区町村規模 0.382 0.232 -0.070 0.479 0.513 0.404

n 448

Cox and Snell R2 0.115

Nagalkerke R2 0.129

Residual deviance 930.1 自由度 1317

Note. +p< .10 *p < .05 **p < .01 ***p < .001

理系 医療・福祉 芸術・その他

基準：文系

B S.E. B S.E. B S.E.

　切片 -2.339 ** 0.443 -0.188

　安定的自己実現志向 0.192 0.173 0.992 0.195 *** 0.301 0.255

　地位達成志向 -0.144 0.157 -0.272 0.168 -0.102 0.232

　チャレンジ志向 0.114 0.168 0.097 0.175 0.333 0.240

　家族形成志向 -0.200 0.135 -0.328 0.153 * -0.108 0.212

　学科 0.901 0.635 -0.258 0.450 -0.547 0.546

　模試での成績 0.051 0.119 -0.234 0.123 + -0.334 0.171 +

　主観的な経済状況 0.084 0.148 -0.192 0.146 -0.030 0.211

  市区町村規模 0.335 0.240 -0.275 0.272 -0.348 0.382

n 504

Cox and Snell R2 0.118

Nagalkerke R2 0.130

Residual deviance 1133.6 自由度 1485

Note. +p< .10 *p < .05 **p < .01 ***p < .001

理系 医療・福祉 芸術・その他
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 男女別の結果を比較すると、男子は女子と比較して、地位達成志向が専攻選択に対して強

く影響し、特に地位達成志向の強い者が文系専攻を選択していることがわかる。また、女子

は男子と比較して、家族形成志向が専攻選択に対して強く影響し、特に家族形成志向の弱い

者が医療・福祉系専攻を選択していることがわかる。 

 以上の分析結果を踏まえたうえで、仮説を検証する。「仮説１：地位達成志向が強ければ、

文系専攻を選択する。」は支持された。「仮説２：男子で自己実現志向が強ければ、理系専攻

を選択する。」は、支持されなかった。「仮説３：女子で自己実現志向が強ければ、医療・福

祉系専攻を選択する。」は、自己実現志向が安定的自己実現志向に置き換わるものの、支持

された。「仮説４：女子で家族志向が弱ければ、医療・福祉系の専攻を選択する。」は支持さ

れた。「仮説５：男子は、家族志向が専攻選択に関連しない。」は支持された。 

 

5 考察 

 以上、前節までの分析結果をまとめると、分析課題①において、現代の高校生は、職業志

向として、安定的自己実現志向、地位達成志向、チャレンジ志向という 3 つの志向を持つこ

と、さらにそれらと家族形成志向との関連を確認すると、特に安定的自己実現志向と家族形

成志向との間に正の関連が存在することがわかった。そして、職業志向と家族志向との関連

において、男女差はそれほど見られないことがわかった。 

つぎに、分析課題②の結果をまとめる。地位達成志向は仮説どおり、文系専攻と有意な正

の関連を持っていた。特に男子にその傾向が強く、男子データのみの分析でも有意な関連が

見られたが、女子データでは見られなかった。これは、特に、高校生男子が文系専攻を卒業

した場合に日本的雇用慣行の中でキャリアを積んでいくことを想定するのに対し、女子は

そういったキャリアを想定していないためと考えられる。 

また、自己実現志向については、専門職キャリアと親和性が高いという先行研究の知見と

部分的に一致したが、ジェンダー本質主義により、男女で異なる専門性を持つ専攻を選択す

るという結果は得られなかった。男子・女子問わず、安定的自己実現志向と医療・福祉系専

攻が正の有意な関連を持っており、男女差が確認されなかったためである。これは、先行研

究で確認されてきた自己実現志向と異なり、本稿では地元志向などを含んだ安定的自己実

現志向の影響を見ているためかもしれない。ただし、男子について、安定的自己実現志向と

模試での成績の交互作用項を分析モデルに追加すると、モデルが改善され、交互作用項が理

系専攻と正に有意な関連を持つことがわかった。成績の良い男子は、ジェンダー本質主義を

内面化したステレオタイピングな選択が可能となっていることが示唆される。また、女子に

ついては、仮説どおり、自己実現志向がステレオタイピングな選択を強めているという解釈

も可能である。 

家族形成志向については、仮説どおり女子の専攻選択への影響が強く、結婚をそれほど意

識せずに自身の生計維持を重視する高校生は、医療・福祉系専攻を選択することがわかった。

そして、男子データのみの分析では、家族形成志向と有意な関連を持つ専攻は存在しなかっ
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た。 

 性別専攻分離が起きる要因について、男女別の分析結果から考察し、得られた知見をまと

める。まず、男子データの分析結果に目を向けると、地位達成志向と専攻選択の関連の強さ

から、理系専攻と医療・福祉系専攻は日本的雇用慣行から逃れたい男子にとって好ましい専

攻になっていることがわかる。日本的雇用慣行は、長期雇用、定期昇級等が保障されている

反面、職務内容や労働時間および勤務場所などが企業の命令により無限定に変更されてし

まうメンバーシップ型雇用を取っており（本田 2021）、デメリットも大きいことが原因と考

えられる。そして、特に成績の良い男子にとっては、理系専攻は、文系専攻のキャリアと比

較して日本的雇用慣行から逃れられ、さらに自己実現も達成できる望ましい専攻であるこ

とが窺える。 

一方、女子データの分析結果を確認すると、男子の専攻選択に影響を与えていた地位達成

志向は、女子に有意な影響を与えていない。女子の職業志向において専攻選択に影響を与え

ているのは自己実現志向のみであり、自己実現志向が強い女子は医療・福祉系専攻を選択し

ていた。また、家族を意識せず経済的自立を目指す女子も医療・福祉系専攻を選択していた。

これらは、仕事を重視し、経済的自立を図る高校生女子は、日本的雇用慣行の中で得られる

企業特殊的スキルよりも、一般的スキル、あるいは産業特殊的スキルを重視する、つまりポ

ータビリティを重視したスキル形成を目指す現代日本の女性（佐野 2019）の価値観を内面

化しているということが窺える。そもそも女子は、出産や子育てにより職中断のリスクがあ

り、日本的雇用慣行のメリットを享受しない代わりに、デメリットを意識する必要もなく、

そこから逃れる動機もない。そして、家族形成をそれほど意識せず、にとにかく経済的自立

を目指すのであれば、医療・福祉系キャリアが職中断といった潜在的なリスクを背負わずに

済む。さらに、医療・福祉系はジェンダー本質主義的な観点からの自己実現も可能となるた

め、仕事で得られるものを重視する女子にとって、医療・福祉系専攻は最も好ましい専攻と

なる。 

このようにみると、理系専攻に男性が偏るのは、当該専攻が男子にとっては好ましい専攻

でありながら、女子にとっては、まったくうまみのない専攻であるからということが指摘で

きる。高校生たちは、周囲の大人を見ながら、日本の雇用慣行や家族に関する価値観を知ら

ず知らずのうちに内面化していき、結果として理系専攻に対する男女のモチベーションの

差が生じ、性別専攻分離が進んでいるということが本稿により明らかになったといえよう。 

最後に 2 点、課題について述べる。全体データの分析結果によると、居住地が都市部の学

生ほど理系の専攻を選択していた。教育達成の垂直分離に対する地方格差は多々分析され

てきたが、教育達成の水平分離に対する地方格差はまだ分析が蓄積されておらず、この点に

ついてさらに検証していくことが必要である。なお、教育達成の垂直分離における地方格差

については、大学の収容定員数の影響が示唆されている（上山 2011）。理系の収容定員数に

地方格差が存在する可能性も考えられ、さらに分析を進めていく必要がある。また、3．分

析するデータと変数で述べたとおり、保護者データのパネル脱落が多かったため、世帯年収
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や各家庭の性別役割分業度合いを独立変数に入れることができなかった。今後は、それらの

対応を検討しつつ、各価値志向を規定する要因が何なのかをさらに分析していきたい。 

 

6 むすび 

本稿では、社会心理的要因の中でも特に職業志向と家族志向に着目し、高校生の専攻選択

にどのような影響を与えているのかを分析した。分析結果から、職業志向である地位達成志

向と安定的自己実現志向、家族志向である家族形成志向、これら 3 つの価値志向が、男女で

異なる構造を持ちながら、専攻選択に影響を与えていることがわかった。 

これらが影響する背景について考察すると、日本の雇用慣行におけるメリット・デメリッ

トや日本の家族に対する価値観を、高校生は見事に内面化しているといえよう。つまり、社

会的課題である性別専攻分離を解消するためには、日本の雇用慣行や家族に対する価値観、

およびそれらに付随する制度を徐々に変えていく必要がある。日本の雇用慣行については、

近年、日本の企業においても、メンバーシップ型雇用からジョブ型雇用へ転換しようという

動きが存在する（本田 2021）。この動きに加えて、理系専攻のキャリアにおいて、ポータビ

リティを重視したスキル形成を目指すことが可能となれば、より性別専攻分離の解消に繋

がる可能性がある。一方、家族に対する価値観については、依然として日本の法制度、雇用・

労働慣行、社会保障制度などは性別役割分業型の家族を前提とし、さらにその前提が一般の

人々の「家族観」を規定してきた（岩間・大和・田間 2015）一面もあり、すぐに変化して

いくのは難しいかもしれない。 

 しかし、ジェンダーステレオタイプや性別役割分業を正当化する理由の一つであった、脳

の性差は、近年の研究により男女差よりも個人による差の方がとても大きいとされ、これら

の内容はメディアを通じて情報発信されている（日経 XWOMAN 2021; NHK スペシャル 2021）。

文部科学省のホームページにおいても、2007 年の OECD の報告書を参考に、「男性脳、女性

脳」といった知見は科学的根拠に乏しいとし、注意喚起がなされている（文部科学省 2009）。

こういった情報が広く一般に浸透し、高校生の価値観にも影響を与えることができれば、近

い将来、本稿と同様の分析を実施しても、異なる結果が得られるであろう。引き続き、高校

生の社会心理的要因に着目して、性別専攻分離に関する研究を進めていくことがジェンダ

ー平等を達成するためにも重要である。 
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[注] 

1）山田（2014）は、公私の分離、情緒的結合の重視、子供中心、そして性別役割分業等を特徴

とする「近代家族」に価値を置き（価値観レベル）、そのような家族を形成することを望み（欲

求レベル）、それに反する形態、行動を規制しようとする（規範レベル）意識を近代家族規範と

定義している。 

2）本調査では、専攻分野として、「１．文系の分野」、「２．理系の分野」、「３．医療・福祉系

の分野」、「４．芸術やデザイン系の分野」、「５．その他」の選択肢が設けられていた。このう

ち、「芸術やデザイン系の分野」および「その他」を選んだ者について統合し、「芸術・デザイ

ン系とその他の分野」として扱った。 

3）ESEM とは、構造方程式モデリング（SEM）の中に、探索的因子分析（EFA）のパートを導入

したモデリング技法である（豊田 2009）。因子分析の部分だけ探索的因子分析で推定し、推定

された潜在因子をパスモデルに組み込むといったモデリングが可能になっており、因子得点も

推定可能である（清水 2012）。 
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